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Abstract

　　This study examined the relationship between depressive symptoms and physical exercise. A cross-

sectional study was performed in Ibaraki, Japan. Subjects were 3,011 students of 7 public junior high 

schools. The response rate was 96.6% (2,908 students). A self-administered questionnaire was used 

to collect data on depressive symptoms, physical exercise (type, frequency and duration), sex, grade, 

eating breakfast, sleeping, cigarette smoking, alcohol drinking, and work at home and/or cram school. 

Depressive symptoms were measured using the Center for Epidemiologic Studies Depression Scale. 

　　Our findings support the protective effects of physical exercise on depressive symptoms for junior 

high school students. 

はじめに

　うつ病は近年深刻な社会問題となっており，公衆衛生学上早急に対応しなければならない課題の
ひとつである。National Institute of Mental Health（米国立精神衛生研究所）の報告によると，米国
民の 3％（1900 万人）が慢性的なうつ病に苦しんでおり，そのうち約 250 万人が子供であると推
計されている 1)。日本の児童生徒においてもその割合は決して低いものではなく，傳田 2) によると，
児童期で 0.5 ～ 2.5%，青年期で 2 ～ 8% に及ぶと報告されている。
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　抑うつ症状を軽減させる要因として，多くのソーシャルサポート 3) 4)，望ましい健康習慣 5)，対人
関係ストレスの緩和とセルフエスティームの向上 3) 4) などに加え，運動やスポーツ，身体活動の有効
性が指摘されている。Mammen and Faulkner 6) は，縦断研究に限定したシステマティックレビューによ
り，選定基準をクリアした 30 の研究のうち，25 の研究において身体活動によるうつ病の予防効果が
あったことを報告している。また，近年は児童生徒を対象とした研究も散見される。Stavrakakis et al. 

7) は 11 歳の児童を対象に約 5 年間の追跡を行い，質問紙による身体活動量と抑うつ症状に負の関連
があること（ただし，気分症状のみ）を示している。Duncan et al. 8) は 10 ～ 14 歳の子どもを対象に
4 年間追跡を行い，ペドメーターにより測定した身体活動量と抑うつ症状に関連があることを報告し
ている。Brown et al. 9) は，介入研究であることを選定基準としてメタアナリシスを行っている。その
結果，身体活動のうつ病に対する弱い効果（Hedge’ g= － 0.26）があったと結論付けている。その他
にも，身体活動と抑うつの関連について報告した縦断研究 10) 11) 12) 13) 14)，横断研究 15) 16) 17) 18) はいくつか
見受けられる。ただし，全ての研究結果が一致しているわけではない。Brunet et al. 12) は，横断デー
タの分析では関連が見られたが，縦断データでは関連が見られなかったと報告し，Stavrakakis et al. 13) 

は，思春期のうつ病発生と身体活動には関連を見出さなかったと報告している。また，Mammen and 

Faulkner 6) の報告においても，30 研究のうち 5 研究は関連が無かったことを報告している。
　日本においては，安田ほか 19) が小学 4 年生から中学 2 年生までの児童生徒を 1 年間追跡調査し
た結果，男子には身体活動の抑うつ症状に対する予防効果が確認できたが，女子では関連性が見出
せなかったことを報告している。また，荒井ほか 20) は，男子大学生を対象とした横断研究によっ
て両者の関連性を報告している。しかし，欧米と比較し，日本においては児童生徒を対象とした研
究は少なく，十分に検討されているとは言えない。そこで本研究では，中学生を対象に抑うつ症状
と運動習慣の関連について検討することを目的とした。

方　法

１．対象
　茨城県内の 5 地域（県北，県南，県西，鹿行，水戸）からそれぞれ公立中学校を 1 ～ 2 校選定し，
調査協力の得られた中学校 7 校に在籍する 3011 人の生徒を調査対象とした。調査当日の欠席者，
調査拒否を除いた回答者は 2908 人（96.6%）であった。そのうち，性，学年が不明であった 2 件
については分析から除外した。
２．調査方法
　調査は各校の校長を通じて学級担任に依頼した。担任より調査の目的や回答方法について生徒に
説明した後，自記式無記名の質問紙と封筒を配布し，質問紙記入後生徒自身に封入してもらい，そ
の場で回収した。調査に先立ち，生徒には本調査を辞退できること，辞退により何ら不利益を被る
ことは無いこと，記入した内容は他者に知られることは無いことを周知した。
　抑うつ症状の測定には Center for Epidemiologic Studies Depression Scale の日本語版 21)（以下，CES-D）
を用いた。CES-D は米国の National institute of Mental Health においてうつ病の疫学研究用に開発された
20 項目からなる自己評価尺度である 22)。主な構成要素は，抑うつ気分，絶望感，無力感，罪責感，無
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価値感，精神運動性減退，食欲不振，不眠などである。米国では，思春期の若者において本尺度の信
頼性と妥当性が検討されており 23)，日本においても中学生，高校生を対象とした研究で用いられてい
る 4) 24)。過去 1 週間に経験した心や体の状態について 4 段階で評価し，それぞれ 0 ～ 3 点に得点化して
その合計点を抑うつ症状得点とした。本調査対象におけるα係数は 0.81 であった。
　運動については，運動経験，運動の内容，1 日当たりの運動時間，週当たりの運動日数について
質問した。また，1 日当たりの運動時間，週当たりの運動日数から，週当たりの運動実施時間を算
出した。その他の調査項目は，性，学年，朝食摂取状況，喫煙経験，飲酒経験，睡眠，学校以外で
の学習の有無，学習内容，1 日当たりの学校以外での学習時間，週当たりの学校以外での学習日数
であった。学校以外での学習は，自主学習，家庭教師，学習塾，英会話スクール等に限定し（以下
自宅学習），音楽や絵画，書道等，趣味的な活動としても捉えられる内容は含めなかった。
３．分析方法
　性，学年，生活習慣，運動習慣別に抑うつ得点の平均値を算出し，性，喫煙経験，飲酒経験に関
しては t 検定，その他の項目については分散分析および多重比較（Tukey 法）を行った。その後，
共分散分析（ANCOVA）により，性，学年，朝食摂取状況，喫煙経験，飲酒経験，睡眠時間，週
当たりの自宅学習時間を調整し，運動経験，1 日当たり運動実施時間，週当たり運動実施日数，週
当たり運動実施時間別に抑うつ得点の調整平均値を算出した。加えて，中学生の児童生徒における
抑うつの関連要因の一つとして学業ストレッサーが挙げられていることから 3) 4)，運動実施時間と
自宅学習時間との関連性についても分析した。統計解析には IBM SPSS 20 を用いた。

結　果

　表 1 に性別，学年別の運動経験について示した。定期的に運動している生徒は，男子では
82.2%，女子では 73.0% と男女差が見られた。また，学年別にみると男女とも 1 年生が最も多く，
2 年生，3 年生と学年が上がるにつれて運動を実施している生徒の割合が少なかった。定期的な運
動を経験していない生徒は男女とも 3% 程度であったが，運動をやめた生徒は男子の 14.6％に比べ，
女子では 33.0% と多く，特に 3 年生の女子では 41.8% と最も多かった。
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　表 2 に性，学年，生活習慣，自宅学習時間，運動習慣別の抑うつ症状得点の平均値を示した。男
女で比較すると，女子の方が抑うつ症状の得点が有意に高い値を示した。学年別にみると 2 年生が
最も高く，続いて 3 年生，1 年生の順であり，1 年生と 2，3 年生の間には有意差が見られた。
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　睡眠時間，朝食摂取状況，喫煙経験，飲酒経験については，好ましい行動をしている生徒におい
て低い値を示し，いずれの項目においても有意差が認められた。自宅学習は，全く行わない，ある
いはやめてしまった生徒に比べ，実施している生徒では有意に低い値を示した。運動実施について
も，単変量分析の結果，実施の有無，実施頻度，１日当たり実施時間，週当たり実施時間のいずれ
も，実施していない生徒に比べ，実施している生徒では低い値を示した。
　表 3 に性，学年，朝食摂取状況，喫煙経験，飲酒経験，睡眠時間，週当たりの自宅学習時間を調
整した，運動実施別の抑うつ得点平均値を示した。定期的運動を行っている生徒の抑うつ症状得点
は，行っていない生徒，および途中でやめた生徒に比べ有意に低い値を示した。週当たり運動実施
日数別にみると，運動日数が週 4 日以上の生徒は，運動をしない生徒に比べ有意に低い値を示した。
1 日当たりの運動実施時間は，2 時間以上と回答した生徒では，運動なしの生徒と比較して有意に
低い値を示した。週当たり運動時間が 6 時間以上の生徒は，運動なしの生徒に比べ有意に低い値を
示した。

　図 1 に週当たりの運動時間および週当たりの自宅学習時間と抑うつ得点との関連を示した。最も高
い抑うつ得点を示したのは，運動やスポーツを行わず，かつ，自宅学習等を途中でやめてしまった生
徒であった。逆に，最も低い値を示したのは，自宅学習時間が 12 時間以上で，かつ，運動時間が 6 ～
12 時間の生徒であった。運動時間がそれ以上になると，抑うつ得点は増加していた。全体的に，学習
時間が少なく運動時間も少ない生徒では抑うつ得点が高く，両者の増加に伴い抑うつ得点は低い値を
示したが，逆に多くなり過ぎると抑うつ得点が高くなる傾向を示した。
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考　察

　抑うつ症状の平均値を性，学年別に見ると，男子より女子，1，3 年生より 2 年生において抑う
つ症状の得点が高く，有意差が見られた。性差については高倉ほか 4) の報告と同じく，女子の方が
男子よりも抑うつ症状を強く訴える割合が多いという結果が得られた。学年に関しては，2 年生が
最も高い値を示したが，2 年生は精神的に不安定な時期でもあり，それに伴う要因が学年差を生じ
させているものと思われる。
　運動習慣，運動実施状況との関連について検討したところ，運動習慣のある生徒は，ない生徒に
比べ抑うつ症状得点が低い値を示し，先行研究 7-12), 14-20) と概ね一致した。この結果により，日本の
児童生徒においても，運動が抑うつ症状を予防，あるいは軽減する要因になり得ることが示唆され
た。運動によって体を動かすことが気分転換につながり，また目標に向かって努力し，自己を向上
させていけることなどから，抑うつ症状を予防・軽減できるのではないかと考える。また，いくつ
かの先行研究では，身体活動量の増加に伴い抑うつ症状が軽減する，量反応関係を報告している。
縦断研究のいくつかは，潜在成長モデルを用いて身体活動量と抑うつとの負の関連を報告している
8) 10) 11) 12)。また，安田ほか 19) は，傾向性の検定を行い，男子において有意な結果を報告している。
Hong et al. 17)，Sigfusdottir et al. 26) の横断研究では，傾向性の検定は行っていないものの，身体活
動量の増加により抑うつが減少する傾向を報告している。本研究においても，これらの先行研究と
同様の傾向が認められた。一方で，実施時間や量が増加すればするほど抑うつが減少するといった，
一次関数的な関連性は現実的には考えにくい。本研究では週当たりの実施時間が 6 時間以上になる
と，抑うつ得点の減少は見られなかった。運動実施時間，運動実施日数が少ないと運動による効果
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が十分に得られず，逆に多すぎると心身共に疲労が蓄積し，それがストレスとなって抑うつを引き
起こす可能性もあると考えられる。加賀 25) はストレスを溜めない運動処方として，酸素摂取量や
筋力の増強，体脂肪の低減などを目的とした運動を行うより，本来運動が持つ遊び性と体力，情緒
性，判断力を含む出力の最大発揮と微妙な調整を楽しめるように，軽スポーツ型の活動を疲労が溜
まらない程度に行うこと，また日頃の懲罰やイライラ感，ストレスが晴れるように行うのが良いと
報告している。本研究の結果からも，慢性的な疲労が蓄積しない程度に運動をすることが抑うつ症
状の軽減につながるのではないかと考える。
　高倉ほか 4) は中学生の抑うつ症状の関連要因として，学業ストレッサーの存在を指摘している。
本研究では，学校以外での学習の実施状況と運動実施状況との相互関係についても検討した。その
結果，実施しなかったり，やめた場合は抑うつ症状得点が高く，時間が増えるにつれ得点が低くな
る傾向が見られた。両者の組み合わせで見てみると，週当たりの運動実施時間は 6 から 18 時間未
満で，週当たりの自宅学習時間が 12 時間以上の場合に最も抑うつ症状得点が低い値を示した。こ
れを一日平均にすると，図 1 から読み取れる範囲では，例えば，運動を 1 から 2 時間程度および
自宅学習を 2 時間程度実施する，あるいは運動を 2 から 3 時間程度および自宅学習を 1 から 2 時
間程度実施した場合，抑うつ症状得点が最も低くなる換算となる。その一方で，運動，自宅学習の
両方が多くなると，抑うつ症状得点が増加に転じる，J 型の傾向があることが示唆された。意欲の
ある生徒は運動・スポーツ，学習を両立させて取り組んでいるものと思われるが，それに伴う疲労
の回復が十分でない場合，抑うつのリスクとなる可能性は高い。このように，学校の正課の時間終
了後，どのような活動をどの程度実施するのかが，抑うつ症状と関わることを考慮する必要があろう。
　本研究の限界であるが，横断研究による一時点でのデータのため，因果関係については言及でき
ない。Stavrakakis et al. 7) は，縦断データ用いて構造方程式モデルによる分析を行い，双方向の因
果関係があることを示している。これは，運動実施による抑うつの予防効果のみではなく，逆の因果，
つまり，抑うつによる意欲の低下が運動や学習の実施を妨げたり，逆に抑うつが無い状態だからこ
そ，それらに意欲的に取り組めるといった因果関係を示すものである。横断研究では，双方の影響
が混在することは避けられない。これらを明らかにするには，やはり縦断データによる検討が必要
である。また，今回の分析では性を調整変数として含めたが，安田ほか 19) の報告では女性におい
ては関連を認めておらず，男女における差違についても今後検討する必要があるものと思われる。
　セルフエスティームおよびソーシャルサポートは抑うつ症状と強い関連があることが指摘されて
いるが 4) ，運動実施とセルフエスティームとの関連について考えてみると，運動を行うことにより，
自己実現につながったり，達成感が得られたり，あるいは自信となり，その結果セルフエスティー
ムの向上につながるものと思われる 27)。つまり，運動の実施がセルフエスティームを向上させ，抑
うつ症状を軽減させる可能性が高いと言える。一方，運動とソーシャルサポートとの関連について
は，運動を行うことによって周囲の人々のサポートを認知することができ，結果的に抑うつ症状を
軽減させることに繋がるのか，逆にサポートがあるために運動を行うことが可能になり，その結果
抑うつ症状を軽減させることができるのかは不明な点である。上記の関係性は，学業についても同
様であると思われる。先述したように，これらを明らかにするには縦断的な検討が必要である。また，
これも本研究の限界であるが，セルフエスティーム，ソーシャルサポートについては，抑うつ症状
と運動の両者との関連性が高いことが推測されるものの，これらを調整要因に含めていない。加え
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て，高倉ほか 4) の報告にもあるように，中学生の抑うつ症状には友人関係が最も強く影響すること
を考えると，運動部活動への参加と友人関係の相互関係についても検討する必要があろう。詳細に
ついては今後の研究が必要であると思われる。

まとめ

　本研究では，中学生を対象に抑うつ症状と運動習慣との関連について検討したところ，運動を実
施しなかったり，時間数が少ない群は抑うつ症状得点が高い値を示した。自宅学習の時間を加味し
て分析したところ，運動，学習とも多い場合は抑うつ症状得点が増加する傾向が見られ，J 字型の
関係性があることが示唆された。今後は，友人関係やセルフエスティーム，ソーシャルサポート等
の要因も含めて縦断的に検討する必要がある。
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